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(57)【要約】
【課題】発光部品を提供する。
【解決手段】本発明の発光部品は、複数個の光電ユニッ
ト（３）と、少なくとも１つの光電ユニット（３）を収
納するための複数個の凹部を具備する透明構造（７３）
と、少なくとも２個の光電ユニット（３）を電気的に接
続する導電部品（７５）とを含む。
【選択図】図１３Ｂ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　発光部品であって、
　可撓性基板と、
　前記可撓性基板に設けられ、かつ上表面、側表面、及び前記上表面に対向する底表面を
有する第一光電ユニットと、
　前記可撓性基板に設けられた第二光電ユニットと、
　前記底表面と前記側表面に形成された第一波長変更層と、
　前記上表面と同一平面となる最上表面を有し、かつ前記第二光電ユニット及び前記側表
面を囲む透明構造とを含み、
　前記第一波長変更層は、前記透明構造に直接接続される発光部品。
【請求項２】
　第一方向に延伸する第一幹部、前記第一方向と平行でも垂直でもない第二方向に延伸す
る第二幹部を有する導電部品を含む、請求項１に記載の発光部品。
【請求項３】
　前記透明構造は複数の凹部を有し、
　前記導電部品は、２つの前記凹部の間の前記透明構造上に位置する中間部分を具備する
、請求項２に記載の発光部品。
【請求項４】
　前記透明構造は凸部を具備する粗い表面を含み、該凸部は前記第一光電ユニットに対応
する、請求項１に記載の発光部品。
【請求項５】
　前記上表面に位置する反射層を更に含む、請求項１に記載の発光部品。
【請求項６】
　前記上表面に位置する第二波長変更層をさらに含む、請求項１に記載の発光部品。
【請求項７】
　前記第二波長変更層は、前記第一波長変更層と異なる波長変更材料を含む、請求項６に
記載の発光部品。
【請求項８】
　前記第一光電ユニット、前記第二光電ユニット及び前記透明構造を覆う弯曲光通過カバ
ーをさらに含む、請求項１に記載の発光部品。
【請求項９】
　前記弯曲光通過カバーに設けられた端子をさらに含み、前記端子は前記第一光電ユニッ
トに接続されて電力を受ける、請求項８に記載の発光部品。
【請求項１０】
　前記上表面において、前記側表面まで延伸する電極パッドをさらに含む、請求項１に記
載の発光部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、発光部品に関し、特に複数の発光ユニットと少なくとも１つの発光ユニット
を収納するための複数の凹部を有する透明構造とを含む発光部品に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　白熱電球は通常住宅又はオフィスの光源として使われているが、白熱電球に入力される
９０％のエネルギーが熱又は赤外線に変換されとき大きな損失が生じるので、白熱電球の
発光効率が低下する。白熱電球の代りに電球形蛍光灯（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｆｌｕｏｒｅｓ
ｃｅｎｔ　Ｌｉｇｈｔ、ＣＦＬ）を用いることにより、電気エネルギーを光エネルギーに
変換する効率を有効に向上させることができるが、ＣＦＬが含有している有毒材料が環境
汚染の原因になるおそれがある。電球の効率を向上させるため、固定部品を採用すること
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もできる。例えば、発光ダイオード（ＥＬＤ）を光源にすることができる。
【０００３】
　発光ダイオード（ＥＬＤ）は固定半導体部品である。発光ダイオード（ＥＬＤ）の構造
はｐ型半導体層、ｎ型半導体層及び発光層を含み、この発光層はｐ型半導体層とｎ型半導
体層との間に形成される。ＥＬＤの構造は、ＩＩＩ－Ｖ族元素で構成される化合物半導体
、例えばリン化ガリウム（ＧａＰ）、ヒ化ガリウム（ＧａＡｓ）、窒化ガリウム（ＧａＮ
）を含む。ＥＬＤの発光原理は、電場の作用により、ｎ型半導体層が提供する電子とｐ型
半導体層が提供する正孔とがｐ－ｎ接合面付近で複合することにより、電気エネルギーを
光エネルギーに変換することである。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の発光部品は、可撓性基板と、可撓性基板に設けられかつ上表面、側表面及び前
記上表面に対向する底表面を有する第一光電ユニットと、可撓性基板に設けられた第二光
電ユニットと、底表面と側表面に形成された第一波長変更層と、上表面と同一平面となる
最上表面を有し、かつ第二光電ユニット及び側表面を囲む透明構造とを含み、第一波長変
更層は透明構造に直接接続される。
【図面の簡単な説明】
【０００５】
【図１Ａ】本発明の実施例に係る光電ユニットを示す断面図である。
【図１Ｂ】接続パッドが示されていない図１Ａの発光ユニットを示す平面図である。
【図１Ｃ】図１Ａの発光ユニットを示す平面図である。
【図２Ａ】本発明の実施例に係る光電ユニットを示す断面図である。
【図２Ｂ】図２Ａの発光ユニットを示す平面図である。
【図３Ａ】本発明の実施例に係る光電ユニットを示す断面図である。
【図３Ｂ】図３Ａの発光ユニットを示す平面図である。
【図４Ａ】本発明の実施例に係る光電部品の製造方法を示す図である。
【図４Ｂ】本発明の実施例に係る光電部品の製造方法を示す図である。
【図４Ｃ】本発明の実施例に係る光電部品の製造方法を示す図である。
【図５Ａ】本発明の実施例に係る光電部品の断面を示す図である。
【図５Ｂ】本発明の実施例に係る光電部品の断面を示す図である。
【図５Ｃ】本発明の実施例に係る光電部品の断面を示す図である。
【図６Ａ】本発明の実施例に係る複数個の光電部品を含む発光部品を示す図である。
【図６Ｂ】図６Ａ中の発光部品のＸ－Ｘ’線に沿う断面を示す図である。
【図６Ｃ】図６Ａ中の発光部品のＸ－Ｘ’線に沿う断面を示す図である。
【図６Ｄ】図６Ａ中の発光部品のＸ－Ｘ’線に沿う断面を示す図である。
【図６Ｅ】本発明の実施例に係る複数個の光電部品を含む発光部品を示す図である。
【図７】本発明の実施例に係る電球を示す図である。
【図８Ａ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図８Ｂ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図９Ａ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図９Ｂ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１０Ａ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１０Ｂ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１１Ａ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１１Ｂ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１１Ｃ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１１Ｄ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１２Ａ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１２Ｂ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
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【図１３Ａ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１３Ｂ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１４Ａ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１４Ｂ】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１５】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１６】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１７】本発明の実施例に係る発光部品の製造方法を示す図である。
【図１８】本発明の実施例に係る光電部品の包装を示す平面図である。
【図１９】本発明の実施例に係る蛍光灯の断面を示す図である。
【図２０Ａ】本発明の実施例に係るライトバーを示す拡大斜視図である。
【図２０Ｂ】本発明の実施例に係るライトバーを示す拡大斜視図である。
【図２１Ａ】本発明の実施例に係る発光部品の断面を示す図である。
【図２１Ｂ】本発明の実施例に係る発光部品の断面を示す図である。
【図２２Ａ】本発明の実施例に係るライトバーを示す斜視図である。
【図２２Ｂ】本発明の実施例に係るライトバーを示す斜視図である。
【図２３】本発明の実施例に係る電燈を示す斜視図である。
【図２４】本発明の実施例に係る電燈を示す斜視図である。
【図２５】本発明の実施例に係る電燈を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　本発明の前述及び後述する特徴及び発明の効果をより詳細に示すため、以下の好適な実
施例及びこの図面により、本発明をより詳細に説明する。図面及び明細書において、類似
又は同様する構造に対して同様な符号を採用し、図面において、各部品の形状又は厚さな
どを拡大するか或いは縮小することができる。注意されたいことは、図面に示されていな
いか部品は、当業者が常用する部品であることができることである。
【０００７】
　図１Ａは、本発明の実施例に係る光電ユニット１を示す断面図である。光電ユニット１
は、面積が５０ｍｉｌ２より小さい底面Ｓ１を具備する。例えば、面積が４ｍｉｌ＊６ｍ
ｉｌであるか或いは２ｍｉｌ＊５ｍｉｌである底面Ｓ１を具備する。光電ユニット１は、
基板１０１と、この基板１０１上に形成される発光構造１０２とを含む。発光構造１０２
は、第一導電性を有する第一半導体層１０２ａと、第二導電性を有する第二半導体層１０
２ｃと、第一半導体層１０２ａと第二半導体層１０２ｃとの間に形成される発光層１０２
ｂとを含む。第一半導体層１０２ａと第二半導体層１０２ｃはそれぞれ電子、正孔を提供
し、この電子、正孔は電流の作用によって発光層１０２ｂで結合するとともに発光する。
発光構造１０２の材料は、ＩＩＩ－Ｖ族半導体材料を含む。発光層１０２ｂの材料により
、光電ユニット１は赤色光、緑色光又は青色光を放射することができる。透明導電層１０
８が発光構造１０２の第二半導体層１０２ｃ上に形成されていることにより、電流を拡散
させることができる。透明導電層１０８は導電材料で構成される。例えば、酸化インジウ
ムスズ（ＩＴＯ）、酸化カドミウムスズ（ＣＴＯ）、アンチモンドープ酸化スズ、酸化イ
ンジウムスズ、アルミニウムドープ酸化亜鉛又は亜鉛スズ酸化物である。第一接続パッド
１０４は、保護層１０３上に形成され、かつ第一半導体層１０２ａに電気的に接続されて
いる。第二接続パッド１０５は、発光構造１０２上に形成され、かつ透明導電層１０８に
よって第二半導体層１０２ｃに電気的に接続されている。保護層１０３は、発光構造１０
２の一個又は複数個の表面上に形成され、かつ一種又は複数種の誘電材料で構成される。
例えば、二酸化ケイ素又は窒化ケイ素で構成される。保護層１０３は、第一接続パッド１
０４と第二接続パッド１０５とを電気的に分離し、第一接続パッド１０４と第二接続パッ
ド１０５とが透明導電層１０８によって短絡になることを避けることができる。図１Ｂは
図１Ａの発光ユニット１を示す平面図であり、図１Ｂには第一接続パッド１０４と第二接
続パッド１０５が示されていない。図１Ｃは図１Ａの発光ユニット１を示す平面図である
。第一接続パッド１０４の上表面１０４Ｓと第二接続パッド１０５の上表面１０５Ｓとを
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含む総面積は少なくとも、光電ユニット１の底面Ｓ１の面積の３０％以上である。
【０００８】
　図２Ａは、本発明の実施例に係る光電ユニット２を示す断面図である。光電ユニット２
は、面積が５０ｍｉｌ２より小さい底面Ｓ１を具備する。例えば、面積が４ｍｉｌ＊６ｍ
ｉｌであるか或いは２ｍｉｌ＊５ｍｉｌである底面Ｓ１を具備する。図２Ａを参照すると
、図２Ａの光電ユニット２と図１Ａの光電ユニット１が類似しているが、図２Ａの光電ユ
ニット２が第一延伸パッド２０４、第二延伸パッド２０５及び保護層２０３を更に含むこ
とを分かることができる。第一延伸パッド２０４及び第二延伸パッド２０５は、それぞれ
第一接続パッド１０４と第二接続パッド１０５上に形成され、かつ互いに電気的に接続さ
れている。保護層２０３は、一種又は複数種の誘電材料例えば二酸化ケイ素又は窒化ケイ
素で構成され、かつ第一延伸パッド２０４と第二延伸パッド２０５とを電気的に分離する
ことに用いられる。図２Ｂは図２Ａの発光ユニット２を示す平面図である。第一延伸パッ
ド２０４の上表面２０４Ｓは第一接続パッド１０４の上表面１０４Ｓより大きい。第二延
伸パッド２０５の上表面２０５Ｓは第二接続パッド１０５の上表面１０５Ｓより大きい。
第一延伸パッド２０４の上表面２０４Ｓと第二延伸パッド２０５の上表面２０５Ｓとを含
む総面積は少なくとも、光電ユニット２の底面Ｓ１の面積の５０％以上である。
【０００９】
　図３Ａは、本発明の実施例に係る光電ユニット３を示す断面図である。光電ユニット３
は、面積が５０ｍｉｌ２より小さい底面Ｓ１を具備する。例えば、面積が４ｍｉｌ＊６ｍ
ｉｌであるか或いは２ｍｉｌ＊５ｍｉｌである底面Ｓ１を具備する。図３Ａを参照すると
、光電ユニット３は、基板１０１とこの基板１０１上に形成される発光構造１０２とを含
む。発光構造１０２の材料は、ＩＩＩ－Ｖ族半導体材料を含む。発光構造１０２は、第一
導電性を有する第一半導体層１０２ａと、第二導電性を有する第二半導体層１０２ｃと、
第一半導体層１０２ａと第二半導体層１０２ｃとの間に形成される発光層１０２ｂとを含
む。発光層１０２ｂの材料により、光電ユニット３は赤色光、緑色光又は青色光を放射す
ることができる。第一半導体層１０２ａと第二半導体層１０２ｃはそれぞれ電子、正孔を
提供し、この電子、正孔は電流の作用によって発光層１０２ｂで結合するとともに発光す
る。光電ユニット３は、発光構造１０２の一個又は複数個の表面上に形成される保護層１
０３を更に含む。この保護層１０３は、一種又は複数種の誘電材料、例えば二酸化ケイ素
又は窒化ケイ素で構成される。透明導電層１０８が発光構造１０２の第二半導体層１０２
ｃ上に形成されていることにより、電流を拡散させることができる。透明導電層１０８は
導電材料で構成される。例えば、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）、酸化カドミウムスズ（
ＣＴＯ）、アンチモンドープ酸化スズ、酸化インジウムスズ、アルミニウムドープ酸化亜
鉛又は亜鉛スズ酸化物である。第一電極パッド３０４と第二電極パッド３０５は、基板１
０１の同一側に形成され、かつそれぞれ第一半導体層１０２ａと第二半導体層１０２ｃに
電気的に接続される。第一電極パッド３０４と第二電極パッド３０５は、保護層１０３に
よって電気的に分離される。図３Ｂは、図３Ａの発光ユニット３を示す平面図である。第
一電極パッド３０４の上表面３０４Ｓと第二電極パッド３０５の上表面３０５Ｓとを含む
総面積は少なくとも、光電ユニット３の底面Ｓ１の面積の５０％以上である。
【００１０】
　図１Ｃに示すとおり、第一接続パッド１０４及び第二接続パッド１０５を、外部電源（
図示せず）と電気接続する電気接続回路にすることができる。図２Ｂに示される第一延伸
パッド２０４及び第二延伸パッド２０５と、図３Ｂに示される第一電極パッド３０４及び
第二電極パッド３０５ともそれぞれ、第一接続パッド１０４及び第二接続パッド１０５の
ような機能を奏することができる。第一接続パッド１０４を例にする場合、第一接続パッ
ド１０４の上表面１０４Ｓが充分な面積を有すれば、光電ユニット１を容易に外部構造に
電気的に接続させるか或いは外部構造の位置に合わせることができる。この外部構造は、
例えば外部電源である。第一延伸パッド２０４が第一接続パッド１０４上に形成されるこ
とにより接触面積を拡大することができる。例えば、上表面２０４Ｓの面積を拡大するこ
とにより、これが光電ユニット１、光電ユニット２に対する位置誤差許容範囲を増加させ



(6) JP 2017-17334 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

ることができる。したがって、第一電極パッド３０４の上表面３０４Ｓの面積は第一延伸
パッド２０４の上表面２０４Ｓの面積に接近し、かつ第二電極パッド３０５の上表面３０
５Ｓの面積は第二延伸パッド２０５の上表面２０５Ｓの面積に接近することができる。
【００１１】
　図４Ａ～図４Ｃは、本発明の実施例に係る光電部品４の製造方法を示す図である。図４
Ａを参照すると、複数個の光電ユニットを、例えば一種又は複数種の前記光電ユニット１
、２、３を暫時載置板１０’上に形成する。暫時載置板１０’の材料は導電材料及び絶縁
材料のうちいずれか一種を含むことができる。導電材料は、炭素含有材料、複合材料、金
属、半導体又はこれらの組合せを含む。炭素含有材料は、例えばダイヤモンド、ダイヤモ
ンドライクカーボン、石墨又は炭素繊維である。複合材料は、例えば金属基複合材料（Ｍ
ｅｔａｌ　Ｍａｔｒｉｘ　Ｃｏｍｐｏｓｉｔｅ、（ＭＭＣ））、セラミック基複合材料（
Ｃｅｒａｍｉｃ　Ｍａｔｒｉｘ　Ｃｏｍｐｏｓｉｔｅ、（ＣＭＣ））及び／或いは高分子
基複合材料（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｍａｔｒｉｘ　Ｃｏｍｐｏｓｉｔｅ、（ＰＭＣ））である
。半導体は、例えばケイ素、セレン化亜鉛、ヒ化ガリウム、炭化ケイ素、リン化ガリウム
、ガリウム砒素リン、リン化インジウム、没食子酸リチウム又はアルミン酸リチウムであ
る。金属は、例えばニッケル、銅又はアルミニウムである。絶縁材料は、有機材料、無機
材料又はこれらの組合せを含む。有機材料は、例えばエポキシ（Ｅｐｏｘｙ）、ポリイミ
ド（ＰＩ）、ベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）、パーフルオロシクロブタン（ＰＦＣＢ）、
Ｓｕ８、アクリル樹脂（ａｃｒｙｌｉｃ　ｒｅｓｉｎ）、ポリメタクリル酸メチル（ＰＭ
ＭＡ）、ポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリエー
テルイミド（ｐｏｌｙｅｔｈｅｒｉｍｉｄｅ）又はフルオロカーボン重合体（ｆｌｕｏｒ
ｏｃａｒｂｏｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ）である。無機材料は、例えばサファイア、酸化亜鉛、
ダイヤモンド、ガラス、石英又はチッ化アルミである。
【００１２】
　光電ユニット３を例にする場合、更に提供する連結層１２で複数個の光電ユニット３を
暫時載置板１０’上に連結することができる。各光電ユニット３は、第一電極パッド３０
４及び第二電極パッド３０５を具備する発光ダイオード（ＬＥＤ）チップを含むことがで
きる。連結層１２は１つ又は複数の粘着材料を含む。粘着材料は、絶縁材料、ＵＶテープ
又は熱剥離テープ（ｔｈｅｒｍａｌ　ｒｅｌｅａｓｅ　ｔａｐｅ）である。絶縁材料は、
ベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）、Ｓｕ８、エポキシ又はスピンオンガラス（ＳＯＧ）を含
むことができるが、本発明はこれらに限定されるものではない。
【００１３】
　上述したステップが行った後、図４Ｂに示すとおり、光電ユニット３は第一支持構造１
６に包装（ｅｎｃａｐｓｕｌａｔｅｄ）される。第一支持構造１６は透明構造であり、主
に一種又は複数種の有機材料又は無機材料で構成される。有機材料は、エポキシ（Ｅｐｏ
ｘｙ）、ポリイミド（ＰＩ）、ベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）、パーフルオロシクロブタ
ン（ＰＦＣＢ）、Ｓｕ８、アクリル樹脂（ａｃｒｙｌｉｃ　ｒｅｓｉｎ）、ポリメタクリ
ル酸メチル（ＰＭＭＡ）、ポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）、ポリカーボネート（
ＰＣ）、ポリエーテルイミド（ｐｏｌｙｅｔｈｅｒｉｍｉｄｅ）又はフルオロカーボン重
合体（ｆｌｕｏｒｏｃａｒｂｏｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ）であることができる。無機材料は、
ガラス、酸化アルミニウム、ＳＩＮＲ又はスピンオンガラス（ＳＯＧ）であることができ
る。前記有機材料又は無機材料を隣接する２つの光電ユニット３の間の空間１６ｔ中に充
填することができる。光電ユニット３上に覆われる第一支持構造１６は、光電ユニット３
を固定及び支持し、かつ光電ユニット３の機械的強度を向上させることができる。第一支
持構造１６の表面Ｓ３は平坦な表面或いは粗い表面であることができる。第一支持構造１
６上に第二支持構造１８を更に形成することにより、光電ユニット３及び第一支持構造１
６に対する支持を強化することができる。第二支持構造１８は、透明構造であり、かつ第
一支持構造１６と異なる材料を含むか或いは第一支持構造１６より硬い硬度を有する具備
することができる。
【００１４】
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　図４Ｃに示すとおり、第一支持構造１６又は第二支持構造１８を形成した後、暫時載置
板１０’及び連結層１２を除去することにより、複数個の光電ユニット３の一部分及び第
一支持構造１６の一部分を露出させる。第二支持構造１８の反対側に位置する複数個の導
電構造４０は、露出する光電ユニット３及び第一支持構造１６上に形成される。導電構造
４０はそれぞれ、光電ユニット３の第一電極パッド３０４及び第二電極パッド３０５に電
気的に接続される。各導電構造４０の上表面の面積（図示せず）は、図１Ｃ中の第一接続
パッド１０４及び第二接続パッド１０５のうちいずれか１つより大きいか、或いは図２Ｂ
中の第一延伸パッド２０４及び第二延伸パッド２０５のうちいずれか１つより大きいか或
いは等しいか、或いは図３Ｂ中の第一電極パッド３０４及び第二電極パッド３０５のうち
いずれか１つより大きいか或いは等しい。最後は、図４Ｃに示すとおり、開口１７に沿っ
て切断することにより、分離された複数個の光電部品４を形成する。少なくとも光電部品
４の長さ、幅及び／或いは面積と光電ユニット１、２又は３（の長さ、幅及び／或いは面
積）は同じ個数になっている。
【００１５】
　図５Ａは本発明の実施例に係る光電部品４ａの断面を示す図であり、この光電部品４ａ
は図４Ａ～図４Ｃのステップで製造される。光電部品４ａは、光電ユニット１、光電ユニ
ット１上に形成される第一支持構造１６及び第一支持構造１６上に形成される第二支持構
造１８を含む。好ましい第一支持構造１６は、光電ユニット１を囲む形状に形成される。
第一導電構造４０１及び第二導電構造４０２は、光電ユニット１上に形成され、かつそれ
ぞれ光電ユニット１の第一接続パッド１０４及び第二接続パッド１０５に電気的に接続さ
れる。第一導電構造４０１の上表面４０１Ｓの面積は第一接続パッド１０４の上表面１０
４Ｓの面積より大きく、かつ第二導電構造４０２の上表面４０２Ｓの面積は第二接続パッ
ド２０４の上表面２０４Ｓの面積より大きい。発光構造１０２上に設けられる保護層１０
３は、第一接続パッド１０４と第二接続パッド１０５を物理的に分離し、かつ発光構造１
０２を保護する。反射層２８０は光電ユニット１及び第一支持構造１６上に形成される。
反射層２８０は、一種又は複数種の反射材料で構成される。例えば、誘電材料のような二
酸化ケイ素、窒化ケイ素又は金属酸化物、例えば二酸化チタン又は他の白色材料で構成さ
れる。本発明の実施例において、反射層２８０は単層又は積層であることができる。光電
部品４ａと光電ユニット１の体積比は１．２：１～１０：１の間にあり、好ましくは２：
１～５：１の間にある。第二支持構造１８は第一幅Ｗ１を具備する。光電ユニット１は第
二幅Ｗ２を具備する。第一幅Ｗ１は第二幅Ｗ２より大きい。例えば、第一幅Ｗ１は第二幅
Ｗ２の１．５倍である。第一接続パッド１０４と第二接続パッド１０５との間にある第一
距離（ｄ１）は、第一導電構造４０１と第二導電構造４０２との間にある第三距離（ｄ３
）より大きい。
【００１６】
　図５Ｂは本発明の実施例に係る光電部品４ｂの断面を示す図であり、この光電部品４ｂ
は図４Ａ～図４Ｃのステップで製造される。光電部品４ｂは、光電ユニット２、光電ユニ
ット２上に形成される第一支持構造１６及び第一支持構造１６上に形成される第二支持構
造１８を含む。第一支持構造１６は、光電ユニット２を囲む形状に形成されることができ
る。第一導電構造４０１及び第二導電構造４０２は、光電ユニット２上に形成され、かつ
それぞれ光電ユニット２の第一延伸パッド２０４及び第二延伸パッド２０５に電気的に接
続される。反射層２８０は光電ユニット２及び第一支持構造１６上に形成される。反射層
２８０は、一種又は複数種の反射材料で構成される。例えば、誘電材料のような二酸化ケ
イ素、窒化ケイ素又は金属酸化物、例えば二酸化チタン又は他の白色材料で構成される。
本発明の実施例において、反射層２８０は単層又は積層であることができる。第一導電構
造４０１の上表面４０１Ｓの面積は第一延伸パッド２０４の上表面２０４Ｓの面積より大
きく、かつ第二導電構造４０２の上表面４０２Ｓの面積は第二延伸パッド２０５の上表面
２０５Ｓの面積より大きいか或いは等しい。光電部品４ｂと光電ユニット２の体積比は１
．２：１～１０：１の間にあり、好ましくは２：１～５：１の間にある。第二支持構造１
８は第一幅Ｗ１を具備し、光電ユニット２は第二幅Ｗ２を具備し、第一幅Ｗ１は第二幅Ｗ
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２より大きい。例えば、第一幅Ｗ１は第二幅Ｗ２の１．５倍である。第一接続パッド１０
４と第二接続パッド１０５との間にある第一距離（ｄ１）は、第一延伸パッド２０４と第
二延伸パッド２０５との間にある第二距離（ｄ２）より大きく、かつ第一導電構造４０１
と第二導電構造４０２との間にある第三距離（ｄ３）より大きい。しかし、図５Ｂは本発
明の例示に過ぎないものであるため、本発明がこれらに限定されるものではない。例えば
、第二距離（ｄ２）は第三距離（ｄ３）より大きいか、小さいか或いは等しい。
【００１７】
　図５Ｃは本発明の実施例に係る光電部品４ｃの断面を示す図であり、この光電部品４ｃ
は図４Ａ～図４Ｃのステップで製造される。光電部品４ｃは、光電ユニット３、光電ユニ
ット３上に形成される第一支持構造１６及び第一支持構造１６上に形成される第二支持構
造１８を含む。光電ユニット３は第一支持構造１６に囲まれることができる。第一導電構
造４０１及び第二導電構造４０２は、光電ユニット３上に形成され、かつそれぞれ第一電
極パッド３０４及び第二電極パッド３０５に電気的に接続される。反射層２８０は光電ユ
ニット３及び第一支持構造１６上に形成される。反射層２８０は、一種又は複数種の反射
材料で構成される。例えば、誘電材料のような二酸化ケイ素、窒化ケイ素又は金属酸化物
、例えば二酸化チタン又は他の白色材料で構成される。第一導電構造４０１の上表面４０
１Ｓの面積は第一電極パッド３０４の上表面３０４Ｓの面積より大きく、かつ第二導電構
造４０２の上表面４０２Ｓの面積は第二電極パッド３０５の上表面３０５Ｓの面積より大
きいか或いは等しい。光電部品４ｃと光電ユニット３の体積比は１．２：１～１０：１の
間にあり、好ましくは２：１～５：１の間にある。第二支持構造１８は第一幅Ｗ１を具備
し、光電ユニット３は第二幅Ｗ２を具備する。第一幅Ｗ１は第二幅Ｗ２より大きく、例え
ば第一幅Ｗ１は第二幅Ｗ２の１．５倍である。第一電極パッド３０４と第二電極パッド３
０５との間の第四距離ｄ４は、第一導電構造４０１と第二導電構造４０２との間にある第
三距離ｄ３より大きいか或いは等しい。しかし、図５Ｃは本発明の例示に過ぎないもので
あるため、本発明がこれらに限定されるものではない。
【００１８】
　図６Ａは、本発明の実施例に係る発光部品５ａを示す図である。発光部品５ａは支持構
造５１を含む。本発明の実施例において、支持構造５１は、不透明構造であるか或いは可
視光の分野において６０％以上の平均透光率、好ましくは７０％以上の平均透光率を具備
する透明構造であることができる。透明構造の材料は、有機材料、無機材料又はこれらの
組合せを含む。有機材料はプラスチックを含む。無機材料はガラス、石英、酸化アルミニ
ウム、ダイヤモンド又はこれらの組合せを含む。他の実施例において、支持構造５１は可
撓性構造であり、可撓性材料を含むことができる。例えば、可撓性ガラス又は可撓性プラ
スチック材料を含み、かつ所定の光線出射形状に応じて可撓性構造を任意の形状にするこ
とができる。他の実施例において、支持構造５１は熱安定性及び耐熱性を具備する。支持
構造５１の溶解温度は発光部品５ａの作動温度より高く、かつ発光部品５ａが作動すると
きに発生する熱によって支持構造５１は変形又は溶解されない。
【００１９】
　上述した一個又は複数個の光電ユニット１、２、３又は光電部品４ａ、４ｂ、４ｃは、
導電材料又は非導電材料によって支持構造５１上に形成され、さらに発光部品５ａに応用
される。導電材料は、金属又は金属酸化物を含む。例えば、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ
）、酸化カドミウムスズ（ＣＴＯ）、アンチモンドープ酸化スズ、酸化インジウムスズ、
アルミニウムドープ酸化亜鉛又は亜鉛スズ酸化物である。非導電材料は、エポキシ（Ｅｐ
ｏｘｙ）、ポリイミド（ＰＩ）、ベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）、パーフルオロシクロブ
タン（ＰＦＣＢ）、Ｓｕ８、ポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）、ポリカーボネート
（ＰＣ）、ポリエーテルイミド（ｐｏｌｙｅｔｈｅｒｉｍｉｄｅ）又はフルオロカーボン
重合体（ｆｌｕｏｒｏｃａｒｂｏｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ）を含む。他の実施例において、光
電ユニット１、２、３又は光電部品４ａ、４ｂ、４ｃは、異方性導電フィルム（Ａｎｉｓ
ｏｔｒｏｐｉｃ　Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｆｉｌｍ、ＡＣＦ）によって支持構造５１上に
形成されることができる。
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【００２０】
　支持構造５１が透明である場合、上述した一個又は複数個の光電ユニット１、２、３又
は光電部品４ａ、４ｂ、４ｃは、図４Ａ～図４Ｃのステップによって支持構造５１内に埋
まる。他の実施例において、複数の溶接パッド、例えばスズ凸部を支持構造５１の上表面
の所定の位置に予め形成し、上述した光電ユニット１、２、３又は光電部品４ａ、４ｂ、
４ｃを反転させた後、これらの接続パッド、延伸パッド、電極パッド又は導電構造をそれ
ぞれ複数の溶接パッド上に接続させることができる。
【００２１】
　支持構造５１が不透明である場合、複数の溶接パッド、例えばスズ凸部を支持構造５１
の上表面の所定の位置に予め形成し、上述した光電ユニット１、２、３又は光電部品４ａ
、４ｂ、４ｃを反転させた後、これらの接続パッド、延伸パッド、電極パッド又は導電構
造をそれぞれ複数の溶接パッド上に接続させることができる。
【００２２】
　図６は光電ユニット３が支持構造５１内に埋まる例を示す図である。この実施例におい
て、発光部品５ａは、支持構造５１内に埋まる複数個の光電ユニット３を含み、支持構造
５１は、複数個の光電ユニット３を収納するための一個又は複数個の凹部（図示せず）を
具備する透明構造である。図６Ａに示すとおり、導電部品５３で複数個の光電ユニット３
を直列に接続することにより、電気的接続を形成する。導電部品５３の材料は金属である
。導電部品５３は、支持構造５１の２つの凹部の間に設置される中間部分５３１を具備す
る。導電部品５３は、金属ケーブル、化学蒸着方法又は電着方法などで形成することがで
きる。
【００２３】
　上述した一個又は複数個の光電ユニット１、２、３を発光部品５ａに応用するとき、重
要に応じて、第一導電構造及び第二導電構造を光電ユニット１、２又は３上に形成するこ
とにより、導電部品５３と光電ユニット１、２又は３との間の位置誤差許容範囲を増加さ
せることができる。図６に示される実施例において、光電ユニット３は凹部内に形成され
、第一導電構造５０１及び第二導電構造５０２はそれぞれ図３Ａの光電ユニット３の第一
電極パッド３０４及び第二電極パッド３０５上に形成され、かつ導電部品５３によって形
成された電気回路で、光電ユニット３上の第一導電構造５０１と他の光電ユニット３上の
第二導電構造５０２とを電気的に接続させる。
【００２４】
　上述した一個又は複数個の光電部品４ａ、４ｂ、４ｃを発光部品５ａに応用するとき、
導電部品５３によって形成された電気回路で、図５Ａ～図５Ｃ中の光電部品４ａ、４ｂ又
は４ｃの第一導電構造４０１と他の光電部品４ａ、４ｂ又は４ｃの第二導電構造４０２と
を電気的に接続させることができる。
【００２５】
　上述したステップを行った後、導電部品５３によって形成された電気回路で、光電ユニ
ット１、２、３又は光電部品４ａ、４ｂ、４ｃを電気的に接続させる。この電気回路は、
支持構造５１の一側に設けられる第一端点５５及び第二端点５７を電気接続点にする。本
実施例において、この２つの端点を「＋」及び「－」という符号で示し、これらを外部電
源（図示せず）に電気的に接続させることができる。
【００２６】
　図６Ｂは、光電ユニット３を具備する図６Ａ中の発光部品５ａのＸ－Ｘ’線に沿う断面
を示す図である。透明構造、例えば連結層５２は波長変更材料を含む。例えば、支持構造
５１と光電ユニット３との間に形成される黄色蛍光粉末又は染料を含む。図６Ｂに示され
るとおり、導電部品５３は、上述した方法によって第一導電構造５０１と第二導電構造５
０２上に形成されるとともに光電ユニット３に電気的に接続される。
【００２７】
　本発明の実施例において、支持構造５１は、平坦な表面、例えば図６Ｂに示される表面
Ｓ５を具備するか、或いは凸部を有する粗い表面、例えば図６Ｃに示される表面Ｓ７を具



(10) JP 2017-17334 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

備するか、或いは曲面、例えば図６Ｄに示される表面Ｓ９を具備することができる。６Ｃ
に示すとおり、表面Ｓ７は鋸歯状である。図６Ｄに示すとおり、表面Ｓ９は半球形の形状
を有する。
【００２８】
　図６Ｅは、本発明の他の実施例に係る発光部品５ｃを示す図である。上述した一個又は
複数個の光電ユニット１、２、３又は光電部品４ａ、４ｂ、４ｃを発光部品５ｃに応用す
ることができる。光電ユニット３を例にする場合、発光部品５ｃが含む複数個の光電ユニ
ット３は、導電部品５３によって直列、並列又はこれらの組合せに電気的に接続される。
例えば、複数個の光電ユニット３を直列に接続することにより１つの直列回路を形成し、
かつ２つ又は複数の直列回路を並列に接続することにより並列回路を形成する。図６Ｅに
示すとおり、２つ又は複数の並列回路を再び直列に接続することもできる。具体的には、
導電部品５３を各光電ユニット３の第一導電構造５０１と第二導電構造５０２に電気的に
接続させる。したがって、複数個の光電ユニット３は導電部品５３によって互いに電気的
に接続される。また、光電部品は、導電部品５３によって放熱の効果を奏することもでき
る。
【００２９】
　以下の実施例において、複数個の光電ユニット３を例にして説明するが、本発明の目的
はこれで本発明の範囲を限定するものではなく、他の例、例えば複数個の光電ユニット１
、２或いは複数個の光電部品４ａ、４ｂ又は４ｃを本実施例に応用することもできる。こ
の実施例において、複数個の光電ユニット３は互いに所定の距離を空けて配列され、かつ
需要に応じて一組に配列することができる。光電ユニット３の間の距離は、変化するか或
いは変化しないか或いはこれらの組合せであることができる。支持構造５１の周辺に接近
する複数個の光電ユニット３の間の距離は、支持構造５１の中心に接近する複数個の光電
ユニット３の間の距離より大きい。例えば、図６Ａ中の発光部品５ａ或いは図６Ｅ中の発
光部品５ｃのとおりである。含まれる光電ユニット３の数量が多ければ多くほど、発光部
品５ａ又は発光部品５ｃの輝度が高くなる。図６Ａ又は図６Ｅに示されるとおり、複数個
の光電ユニット３は斜視図において所定の形状に配列される。例えば、葉の形状、線状、
散布状又はこれらの組合せに配列されるが、本発明はこれらに限定されるものではない。
本発明の実施例において、支持構造５１は、第一端点５５及び第二端点５７を具備する根
部と、根部に連結されかつ第一方向に延伸する幹部と、幹部に連結されかつ１つの第一方
向或いは複数の異なる第一方向に延伸する複数個の枝部とを含む。
【００３０】
　本発明の発光部品５ａ又は発光部品５ｃは色々な用途を有している。例えば、これらを
電球、緊急指示ランプ、カーランプ、ＰＡＲランプ、街路燈、地下鉄照明又は室内照明と
して応用することができる。図７は、本発明の実施例に係る電球６を示す図である。上述
した一個又は複数個の発光部品５ａ及び発光部品５ｃを電球６に応用することができる。
発光部品５ａを例にする場合、電球６は、発光部品５ａ、発光部品５ａに電気的に接続さ
れるソケット６５、接触部６４及びカバー６２を含む。発光部品５ａは、散布状に配置さ
れるか或いは線状に配列されるライトバーであることができる。散布状配置は、例えば葉
っぱ状、花弁状、樹枝状、葉脈状、円柱状、Ｕ形又は円弧形であることができる。発光部
品５ａはソケット６５に挿入される。ソケット６５が具備する電気回路は、発光部品を電
源（図示せず）に電気的に接続させる。カバー６２の形状は、球形、管状又は蝋燭状を含
む。カバー６２の形状として米国国家規格協会（Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｎａｔｉｏｎａｌ　
Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ、ＡＮＳＩ）による規格を参照することもでき
る。例えば、Ａシリーズ（Ａ　ｓｅｒｉｅｓ）、Ｂシリーズ（Ｂ　ｓｅｒｉｅｓ）、Ｓシ
リーズ（Ｓ　ｓｅｒｉｅｓ）、Ｆシリーズ（Ｆ　ｓｅｒｉｅｓ）及びＧシリーズ（Ｇ　ｓ
ｅｒｉｅｓ）である。カバー６２の材料はアラス又はプラスチックである。空気、透明材
料又はこの２つの組合せをカバー６２内に注入することができる。接触部６４はネジ部６
３とピン部６６を具備し、これらを交流電源（ＡＣ　ｐｏｗｅｒ）（図示せず）と電気接
続する両端にすることができる。ネジ部６３は、電球６をソケット（図示せず）挿入する
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ことに用いられる。ピン部６６は、規格電源ソケットに挿入されるとともに規格電源ソケ
ットと電気接続する。例えば、Ｅ４０、Ｅ２７、Ｅ２６又はＥ１４の電源ソケットと電気
接続することができる。接触部６４は駆動装置（図示せず）を収納し、この駆動装置は整
流及び負荷保護に用いられる電気回路を具備する。
【００３１】
　図８Ａ～図８Ｂ、図９Ａ～図９Ｂ、図１０Ａ～図１０Ｂ、図１１Ａ～図１１Ｄ、図１２
Ａ～図１２Ｂ、図１３Ａ～図１３Ｂ、図１４Ａ～図１４Ｂ、図１５は本発明の実施例に係
る発光部品を示す図であり、図１６の発光部品７ｆ又は図１７の発光部品７ｇの製造方法
を示す図である。図８Ａ～図８Ｂ、図９Ａ～図９Ｂ、図１０Ａ～図１０Ｂ、図１１Ａ～図
１１Ｄ、図１２Ａ～図１２Ｂ、図１３Ａ～図１３Ｂ、図１４Ａ～図１４Ｂ、図１５及び下
記の実施例において光電ユニット３を例にして説明するが、上述した一種又は複数種の光
電ユニット１、２又は光電部品４ａ、４ｂ、４ｃもそれらのステップに応用することがで
きる。図８Ａは、複数個の光電ユニット３が暫時基板７０上に形成されることを示す平面
図である。図８Ｂは、図８ＡのＹ－Ｙ’線に沿う断面を示す図である。図８Ａ及び図８Ｂ
に示されるとおり、第一電極パッド３０４及び第二電極パッド３０５を具備する複数個の
光電ユニット３は、互いに第一間隔Ｐ１を空けて暫時基板７０上に形成されている。他の
実施例において、光電ユニット３は、第一間隔Ｐ１を空けて成長基板（図示せず）上に成
長することができる。提供する暫時載置板１００は、以下の搬送ステップにおいて光電ユ
ニット３をこの暫時載置板１００上に搬送することに用いられる。具体的に、光電ユニッ
ト３を手動で選択するか或いは機械で選択した後、暫時載置板７０から暫時載置板１００
の所定の位置まで搬送することができる。具体的に、光電ユニット３は、粘着層（図示せ
ず）で暫時載置板１００上に搬送することもできる。また、光電ユニット３は１つずつ（
ｏｎｅ　ｂｙ　ｏｎｅ）又は複数ずつ（ｂａｔｃｈ）搬送することができる。
【００３２】
　図９Ａは、本発明の複数個の光電ユニット３が暫時載置板１００上に形成されることを
示す平面図である。図９Ｂは、図９ＡのＺ－Ｚ’線に沿う断面を示す図である。図９Ｂは
、光電ユニット３が暫時基板７０又は成長基板（図示せず）から暫時載置板１００に搬送
されることを示す。暫時載置板１００は、上述した暫時載置板１０’の材料に類似する材
料を含む。本実施例において、暫時載置板１００は、テープであり、光電ユニット３と連
結可能な１つ又は複数の粘着材料を含む。第一電極パッド３０４及び第二電極パッド３０
５を具備する光電ユニット３は、互いに第二間隔Ｐ２を空けて暫時基板７０上に形成され
ている。この第二間隔Ｐ２は第一間隔Ｐ１より大きい。すなわち、光電ユニット３を暫時
載置板７０から暫時載置板１００に搬送するとき、隣接する２つの光電ユニット３の間の
間隔が拡大される。
【００３３】
　図１０Ａは、本発明の実施例に係る光電ユニット３を示す平面図である。第一電極パッ
ド３０４及び第二電極パッド３０５を具備する光電ユニット３は、第一支持構造７３上に
形成されている。図１０Ｂは、図１０ＡのＡ－Ａ’線に沿う断面を示す図である。第一支
持構造７３は凹部を具備し、凹部を形成することにより少なくとも１つの光電ユニット３
を収納することができる。光電ユニット３上に覆われる第一支持構造７３は、光電ユニッ
ト３を固定及び支持し、かつ光電ユニット３の機械的強度を向上させることができる。第
一支持構造７３は透明構造であり、一種又は複数種の透明材料で構成されることができる
。透明材料は、一種又は複数種の有機材料又は無機材料で構成される。有機材料は、エポ
キシ（Ｅｐｏｘｙ）、ポリイミド（ＰＩ）、ベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）、パーフルオ
ロシクロブタン（ＰＦＣＢ）、Ｓｕ８、アクリル樹脂（ａｃｒｙｌｉｃ　ｒｅｓｉｎ）、
ポリメタクリル酸メチル（ＰＭＭＡ）、ポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）、ポリカ
ーボネート（ＰＣ）、ポリエーテルイミド（ｐｏｌｙｅｔｈｅｒｉｍｉｄｅ）又はフルオ
ロカーボン重合体（ｆｌｕｏｒｏｃａｒｂｏｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ）であることができる。
無機材料は、ガラス、酸化アルミニウム、ＳＩＮＲ又はスピンオンガラス（ＳＯＧ）であ
ることができる。図１０Ａに示されるとおり、波長変更層１１１は、各光電ユニット３を
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囲むように形成されている。他の実施例において、波長変更層１１１’は、長手状に形成
され、かつ複数個の光電ユニット３を囲むように暫時載置板１００の一部分の表面１００
Ｓ上に形成されることができる。他の実施例において、波長変更層は、複数個の光電ユニ
ット３を囲むように暫時載置板１００の全表面１００Ｓ上に形成されることができる。
【００３４】
　図１１Ａは、本発明の実施例に係る複数個の光電ユニット３を示す平面図である。光電
ユニット３は、第一電極パッド３０４及び第二電極パッド３０５を具備し、かつ第二支持
構造７１上に形成されている。図１１Ｂは、図１１ＡのＢ－Ｂ’線に沿う断面を示す図で
ある。第二支持構造７１は、第一支持構造７３の材料と異なる材料を含むか、或いは第一
支持構造７３の硬度より高い硬度を具備することができる。第二支持構造７１は一種又は
複数種の透明材料を含むことができる。例えば、サファイア、ダイヤモンド、ガラス、エ
ポキシ、石英、アクリル、酸化ケイ素、窒化アルミニウム、酸化亜鉛、ケイ素又はこれら
の組合せを含むことができる。第二支持構造７１の厚さは１００μｍ～７００μｍの間に
ある。第二支持構造７１は、光線に対して、例えば太陽光線又は光電部品が放射する光線
に対して透明である。また、波長変更層１１１は各光電ユニット３を囲む。第二支持構造
７１の少なくとも１つの表面は、図１１Ｂに示される表面Ｓ２のような平坦な表面である
か、或いは図１１Ｃに示される表面Ｓ４のような粗い表面であるか、或いは図１１Ｄに示
される表面Ｓ６のような曲面であることができる。第二支持構造７１の表面Ｓ４は鋸歯状
表面である。第二支持構造７１の表面Ｓ６が、各光電ユニット３に対応する複数個の湾曲
突出部を具備することにより、光の取出しを増加させることができる。
【００３５】
　図１２Ａは、本発明の実施例に係る複数個の光電ユニット３を示す平面図である。光電
ユニット３は第二支持構造７１と第一支持構造７３に支持される。図１２Ｂに示すとおり
、光電ユニット３を暫時載置板１００から取り出した後、第二支持構造７１と第一支持構
造７３を反転させる。図１２Ｂは、図１２ＡのＣ－Ｃ’線に沿う断面を示す図である。
【００３６】
　図１３Ａ及び図１４Ａは本発明の光電ユニット３を示す平面図である。光電ユニット３
は導電部品７５によって互いに直列に接続される。他の実施例において、光電ユニット３
は導電部品７５によって互いに並列に接続される（図示せず）ことができる。図１３Ｂ及
び図１４Ｂはそれぞれ、図１３ＡのＤ－Ｄ’線に沿う断面と図１４ＡのＥ－Ｅ’線に沿う
断面を示す図である。図１３Ａ及び図１４Ａに示すとおり、導電部品７５は、２つの光電
ユニット３の間の第一支持構造７３上に設置される中間部分７５１を具備する。反射層１
１５は、フォトリソグラフィ及びエッチング工程により光電ユニット３上に形成される。
反射層１１５は一種又は複数種の反射材料で構成される。例えば、誘電材料のような二酸
化ケイ素、窒化ケイ素又は金属酸化物、例えば二酸化チタン又は他の白色材料で構成され
る。本発明の実施例において、反射層１１５は単層又は積層であることができる。図１３
Ａ～図１３Ｂに示される第一支持構造７３の一部分の表面Ｓ８は反射層１１５に覆われて
おり、反射層１１５に覆われていない第一支持構造７３の一部分の表面Ｓ９は波長変更層
１１１’’に覆われている。第一支持構造７３において、反射層１１５及び波長変更層１
１１’’に覆われていない一部分の表面Ｓ１０は導電部品７５に覆われている。反射層１
１５は、２つの光電ユニット３の間の第一支持構造７３上に形成される。波長変更層１１
１’’と波長変更層１１１の材料は同様であるか或いは相違することができる。導電部品
７５は一種又は複数種の金属を含む。金属は、例えば銀、金、チタニウム又は銅である。
【００３７】
　１４Ａ～図１４Ｂに示される他の実施例において、第一支持構造７３の一部分の表面Ｓ
８は反射層１１５に覆われており、かつ反射層１１５に覆われていない第一支持構造７３
の一部分の表面Ｓ１０は導電部品７５に覆われている。
【００３８】
　図８Ａ～図８Ｂ、図９Ａ～図９Ｂ、図１０Ａ～図１０Ｂ、図１１Ａ～図１１Ｄ、図１２
Ａ～図１２Ｂ、図１３Ａ～図１３Ｂ、図１４Ａ～図１４Ｂのステップを行った後、図１５
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に示されるとおり、複数個の光電ユニット３は導電部品７５によって互いに直列に接続さ
れる。他の実施例において、複数個の光電ユニット３は導電部品７５によって互いに並列
に接続される（図示せず）ことができる。図１５に示すとおり、第一支持構造７３の同一
側に形成される第一端点７６及び第二端点７８を電気接続点にする。他の実施例において
、第一支持構造７３の両側に形成される第一端点７６及び第二端点７８を電気接続点にす
ることができる。第一端点７６及び第二端点７８を形成した後、導電部品７５によって互
いに接続されている複数個の光電ユニット３は、図１６に示されるとおり複数個の発光部
品７ｆに分離される。各発光部品７ｆ中の光電ユニット３の個数は、実際の需要に応じて
調節することができる。各発光部品７ｆ中の光電ユニット３は、一列に配列されるか或い
は複数の列に配列されることができる。図１６に示される複数個の光電ユニット３は２列
に配列されている。発光部品７ｆは幅Ｗと長さＬを有し、この幅Ｗは例えば１００μｍ～
１０００μｍの間のある。長さＬは接続される光電ユニット３の個数によって決定され、
接続される光電ユニット３の個数が多ければ多いほど、長さＬは長くなる。
【００３９】
　本発明の他の実施例において、図１７に示すとおり、第一支持構造７３の両側に形成さ
れる第一端点７６及び第二端点７８を電気接続点にし、複数個の光電ユニット３を一列に
配列することができる。発光部品７ｇは幅Ｗと長さＬを有し、この幅Ｗは例えば１００μ
ｍ～１０００μｍの間のある。長さＬは接続される光電ユニット３の個数によって決定さ
れ、接続される光電ユニット３の個数が多ければ多いほど、長さＬは長くなる。
【００４０】
　発光部品７ｆ又は７ｇを色々な分野に使用することにより、例えば、電球、緊急指示ラ
ンプ、カーランプ、ＰＡＲランプ、街路燈、地下鉄照明又は室内照明に使用することによ
り、色々な形状に配置することができる。図７に示すとおり、発光部品７ｆ又は７ｇを電
球６に応用することができる。具体的に、発光部品７ｆ又は７ｇを電球６のソケット６５
に設けることができる。
【００４１】
　本発明の他の実施例において、複数個の発光部品７ｆ又は７ｇは線状に配列され、互い
に電気的に接続される。以下、発光部品７ｇを例にして説明する。図１８に示される発光
部品７ｇは電気回路基板７２上、例えばＦＲ４又はＰＣＢ上に設けられる。一個又は複数
個の発光部品７ｇと電気回路基板７２により１つの発光部品８０が構成される。電気回路
基板７２は、複数個の電気接触点７９を含むことにより交流電源ＡＣ　power（図示せず
）と電気接続する。発光部品７ｆ又は７ｇの第一端点７６及び第二端点７８は、電気回路
基板７２上の電気接触点７９と電気接続することができる。
【００４２】
　発光部品８０を蛍光灯８に応用することができる。図１９は蛍光灯８の断面を示す図で
ある。蛍光灯８のサイズは規格の蛍光灯のサイズに類似しており、蛍光灯は例えばＴ５及
びＴ８蛍光灯であることができる。蛍光灯８は少なくとも１つの発光部品８０を含み、こ
の発光部品８０は接触部（図示せず）に接続される。接触部（図示せず）の内部に設けら
れる駆動装置は、電源（図示せず）に電気接続される。駆動装置（図示せず）の内部には
、整流及び負荷保護に用いられる電気回路がある。
【００４３】
　図２０Ａは、本発明の実施例に係るライトバー９０を示す拡大斜視図である。図２０Ａ
のライトバー９０は円柱形である。ライトバー９０は、スペース９０５、赤色光を放射す
る発光部品９０Ｒ及び白色光を放射する２個の発光部品９０Ｗを含む。発光部品９０Ｒ及
び発光部品９０Ｗはスペース９０５の内部に設けられる。スペース９０５は矩形、円柱形
、Ｕ形又は円弧形であることができる。スペース９０５内には空気又は透明媒体、例えば
シリコーン又はエポキシ樹脂を注入することができる。実際の応用に応じて、発光部品９
０Ｒ及び発光部品９０Ｗの個数を調整することにより所定の色温度を得ることができる。
発光部品９０Ｒ及び発光部品９０Ｗは、中心軸（Ａ）の周囲に配置され、かつ互いに平行
に配置される。図２０Ａ～図２０Ｂにおいて光電ユニット３を例にして説明するが、上述
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した一個又は複数個の光電ユニット１、２又は光電部品４ａ、４ｂ、４ｃはいずれも、発
光部品９０Ｒ及び発光部品９０Ｗに応用することができる。発光部品９０Ｒと発光部品９
０Ｗの構造と、図１６～図１７の発光部品７ｆ又は発光部品７ｇの構造とは、類似してい
る。発光部品９０Ｒ又は発光部品９０Ｗは、直列に接続される複数個の光電ユニット３を
含む。発光部品９０Ｒと発光部品９０Ｗの製造方法として、図８Ａ～図８Ｂ、図９Ａ～図
９Ｂ、図１０Ａ～図１０Ｂ、図１１Ａ～図１１Ｄ、図１２Ａ～図１２Ｂ、図１３Ａ～図１
３Ｂ、図１４Ａ～図１４Ｂ、図１５、図１６、図１７のステップを参照することができる
。本実施例において、発光部品９０Ｗは、藍色光を放射する複数個の光電ユニット３と、
光電ユニット３上に直接設けられることにより藍色光を黄色光に変換する波長変更層とを
含む。藍色光と黄色光が混合することにより白色光が形成される。ライトバー９０で光線
を混合することができる。具体的に、発光部品９０Ｗが放射しかつ演色指数（ＣＲＩ）が
８０より小さい白色光と発光部品９０Ｒが放射する赤色光とを混合することにより、演色
指数（ＣＲＩ）が８０より大きい白色光を得ることができる。本実施例において、発光部
品９０Ｒと発光部品９０Ｗが互いに分離されているので、発光部品９０Ｒと発光部品９０
Ｗとの間の熱伝導を低減することができる。ライトバー９０の材料は、ガラス、シリコー
ン（ｓｉｌｉｃｏｎｅ）、ポリメタクリル酸メチル（ｐｏｌｙｍｅｔｈｙｌ　ｍｅｔｈａ
ｃｒｙｌａｔｅ、ＰＭＭＡ）、ポリウレタン（ｐｏｌｙｕｒｅｔｈａｎｅ）又はエポキシ
（Ｅｐｏｘｙ）を含む。詳述すると、発光部品９０Ｒと発光部品９０Ｗが互いに分離され
ているので、発光部品９０Ｒと発光部品９０Ｗを１つの集積回路（ＩＣ　ｃｉｒｃｕｉｔ
）の２つのチャンネルでそれぞれ制御することができる。この２つのチャンネルは、発光
部品９０Ｒと発光部品９０Ｗが同様な電流或いは異なる電流によって駆動されることを意
味する。例えば、発光部品９０Ｗを３０ｍＡで駆動するとき、発光部品９０Ｒを３０ｍＡ
又は２０ｍＡで駆動することができる。発光部品９０Ｒと発光部品９０Ｗが直列に接続さ
れるとき、電気回路基板の電気回路を設けることにより、１つのチャンネルで制御するこ
とができる。この１つのチャンネルは、発光部品９０Ｒと発光部品９０Ｗが同様な電流に
よって駆動されることを意味する。例えば、発光部品９０Ｗを２０ｍＡで駆動するとき、
発光部品９０Ｒも２０ｍＡで駆動することができる。
【００４４】
　図２０Ｂは、本発明の他の実施例に係るライトバー９０を示す拡大斜視図である。本実
施例において、ライトバー９０は、赤色光を放射する１つの発光部品９０Ｒと藍色光を放
射する２個の発光部品９０Ｂを含む。波長変更材料と拡散粒子を含む膜層９０７は、ライ
トバー９０の内表面に形成される。他の実施例おいて、膜層９０７はライトバー９０の外
表面に形成されることができる。波長変更材料は、発光部品９０Ｂが放射する藍色光を黄
色光に変換し、かつ藍色光と黄色光を混合することにより白色光を形成する。拡散粒子は
、藍色光、黄色光及び白色光を拡散することに用いられる。藍色光と黄色光が混合して形
成された白色光は、８０より小さい演色指数（ＣＲＩ）を具備し、かつ発光部品９０Ｒが
放射する赤色光と混合することにより、演色指数（ＣＲＩ）が８０より大きい白色光を形
成することができる。本実施例において、膜層９０７に波長変更材料を含ませることによ
り、光線を変換するとともに光線を拡散することができる。
【００４５】
　図２１Ａは発光部品９０Ｒの断面を示す図である。図２１Ａに示されるとおり、本実施
例の発光部品９０Ｒの構造と図２０Ａの発光部品９０Ｒの構造は相違している。図２１Ａ
～図２１Ｂにおいて、複数個の光電ユニット３を例にして説明するが、この目的はこれで
本発明の範囲を限定するものではない。他の実施例において、例えば、上述した一個又は
複数個の光電ユニット１、２又は光電部品４ａ、４ｂ、４ｃも発光部品９０Ｒに応用する
ことができる。図２１Ａに示されるとおり、発光部品９０Ｒは、電気回路基板９１上に位
置する複数個の光電ユニット３と、複数個の光電ユニット３に位置することにより光線を
ガイドするとともに拡散するカバー９０３とを含む。図２０Ａの発光部品９０Ｒは、中心
軸Ａに垂直である発射面（又は出射面、以下同様）Ｅ１を具備する。図２１Ａの発光部品
９０Ｒは、図２０Ａの中心軸Ａに平行である発射面Ｅ２を具備する。図２１Ｂは、本発明
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の他の実施例に係る発光部品９０Ｒの断面を示す図である。図２１Ｂに示されるとおり、
他の実施例に係るカバー９０３の側表面９０３１が粗い表面であることにより、光の取出
しを増加させる。
【００４６】
　図２２Ａは、本発明の実施例に係るライトバー９５を示す斜視図である。図２２Ａのラ
イトバー９５はＵ形である。図２１Ａに示すとおり、ライトバー９５は、透明カバー９５
１と、藍色光を放射しかつ透明カバー９５１に覆われる発光部品９０Ｂとを含む。図２２
Ａ～図２２Ｂにおいて、複数個の光電ユニット３を例にして説明するが、この目的はこれ
で本発明の範囲を限定するものではない。他の実施例において、例えば、上述した一個又
は複数個の光電ユニット１、２又は光電部品４ａ、４ｂ、４ｃも発光部品９０Ｂに応用す
ることができる。図２２Ａに示されるとおり、発光部品９０Ｂは複数個の光電ユニット３
を含む。この複数個の光電ユニット３は、連結構造９５４例えばケーブルによって互いに
直列に連結され、かつ可撓性透明基板９５３上に形成されている。本実施例において、湾
曲形のライトバー９５は、藍色光を放射する発光部品９０Ｂ及び赤色光を放射する発光部
品９０Ｒを含む。更なる膜層９５２は、透明カバー９５１の内表面又は外表面に形成され
ることできる。膜層９５２は波長変更材料と拡散粒子を含む。波長変更材料は、藍色光を
黄色光に変換し、かつ藍色光と黄色光を混合することにより白色光を形成する。拡散粒子
は、藍色光、黄色光及び白色光を拡散することに用いられる。藍色光と黄色光が混合して
形成された白色光は、８０より小さい演色指数（ＣＲＩ）を具備し、かつ赤色光と混合す
ることにより、演色指数（ＣＲＩ）が８０より大きい白色光を得ることができる。本実施
例において、膜層９５２に波長変更材料を含ませることにより、光線を変換するとともに
光線を拡散することができる。
【００４７】
　図２２Ｂは、本発明の他の実施例に係るライトバー９５を示す斜視図である。図２２Ｂ
に示されるとおり、複数個の発光部品９０ＢをＵ形可撓性基板９５６上に設置することが
できる。可撓性基板９５６は発光部品９０Ｂと電気接続する電気回路（図示せず）を具備
する。発光部品９０Ｂは複数個の光電ユニット、例えば前記光電ユニット３を含み、これ
らが互いに直列に接続された構造と図１６～図１７の発光部品７ｇ又は７ｆの構造とは類
似している。
【００４８】
　図２３は、本発明の実施例に係る電燈２０を示す斜視図である。電燈２０２０は、Ｕ形
に湾曲された３個のライトバー９５を含む。
【００４９】
　図２４は、本発明の実施例に係る電燈１０を示す斜視図である。電燈１０は、カバー１
０Ｓと、電気回路基板９１例えばＰＣＢ基板と、電気回路基板９１上に位置するとともに
電気回路基板９１に電気的に接続される複数個のソケット９８と、それぞれ対応するソケ
ット９８に連結される複数個のライトバー９０とを含む。複数個のライトバー９０は、三
角形に配列されかつ互いに傾斜する。具体的に、複数個のライトバー９０は、斜視図にお
ける円錐状に配列される。ソケット９８が傾斜する上表面を具備するので、ライトバー９
０を傾斜の上表面上に取り付けるとき傾斜状態に立てられる。したがって、ライトバー９
０の上部分９０１は互いに近づいており、ライトバー９０の下部分９０２は互いに離れて
いる。或いは、ライトバー９０の上部分９０１は互いに離れており、ライトバー９０の下
部分９０２は互いに近づいている。本実施例において、複数個のライトバー９０は、多角
形例えば四角形又は六角形に配列され、かつその上から光が出射することができる。複数
個のライトバー９０は互いに平行に配列されてもよい。
【００５０】
　図２５は、本発明の実施例に係る電燈３０を示す斜視図である。電燈３０は、蝋燭形の
カバー３０１と、電気回路基板９１例えばＰＣＢ基板と、電気回路基板９１上に位置する
とともに電気回路基板９１に電気的に接続される複数個のソケット９８と、それぞれ対応
するソケット９８に連結されかつ白色光を放射する複数個の発光部品９０Ｗとを含む。複
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数個の発光部品９０Ｗは、三角形に配列されかつ互いに傾斜する。本実施例において、ソ
ケット９８が傾斜する上表面を具備するので、発光部品９０Ｗを傾斜の上表面上に取り付
けるとき傾斜状態に立てられる。したがって、発光部品９０Ｗの上部分は互いに近づいて
おり、発光部品９０Ｗの下部分は互いに離れている。或いは、発光部品９０Ｗの上部分は
互いに離れており、発光部品９０Ｗの下部分は互いに近づいている。本実施例において、
複数個の発光部品９０Ｗは互いに平行に配列されてもよい。複数個の発光部品９０Ｗは、
多角形例えば四角形又は六角形に配列され、かつその上から光が出射することができる。
複数個の発光部品９０Ｗが互いに平行になるように配列してもよい。複数個の発光部品９
０Ｗは互いに平行に配列されてもよい。本実施例において、発光部品９０Ｗの構造と図１
６～図１７の発光部品７ｇ又は７ｆの構造とは類似している。
【００５１】
　以上、上述した本発明の好適な実施例により、本発明の技術的事項及び特徴を説明して
きた。これは、当業者が本発明の内容を理解した上これを実施できるように説明するため
であるが、上記の実施例で本発明の技術的範囲を限定する意図は毛頭ない。すなわち、本
技術分野の当業者は本発明の要旨を逸脱しない範囲内で設計の変換等を行うことができる
。例えば、電気接続方法が直列接続方法にのみ限定されるものではない。また、複数の実
施例や変形例が示されている場合には、特に記載がなくとも、これらに跨がった構成の組
合せのうちの可能なものが含まれることは当然である。
【００５２】
　また、本技術分野の当業者は、実施例の色々な変形又は変換を本発明の要旨を逸脱しな
い範囲に応用することができる。上述したとり、各実施例に複数の構成が含まれている場
合には、特に記載がなくとも、これらの構成の可能な組合せが含まれることは勿論である
。
【符号の説明】
【００５３】
　　１、２、３　光電ユニット
　　１０’、１００　暫時載置板
　　１００Ｓ　表面
　　Ｓ１　底面
　　Ｓ２、Ｓ４、Ｓ６、Ｓ８、Ｓ１０　表面
　　１０１　基板
　　１０２ａ　第一半導体層
　　１０２ｂ　発光層
　　１０２ｃ　第二半導体層
　　１０３、２０３　保護層
　　１０４　第一接続パッド
　　１０４Ｓ、２０４Ｓ、３０４Ｓ、４０１Ｓ　上表面
　　１０５　第二接続パッド
　　１０５Ｓ、２０５Ｓ、３０５Ｓ、４０２Ｓ　上表面
　　１０８　透明導電層
　　１１１、１１１’、１１１’’　波長変更層
　　１１５、２８０　反射層
　　１２、５２　連結層
　　１６、７３　第一支持構造
　　１６ｔ　空間
　　１７　開口
　　１８、７１　第二支持構造
　　１０、２０、３０　電燈
　　２０４　第一延伸パッド
　　２０５　第二延伸パッド
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　　３０４　第一電極パッド
　　３０５　第二電極パッド
　　４、４ａ、４ｂ、４ｃ　光電部品
　　４０　導電構造
　　４０１、５０１　第一導電構造
　　４０２、５０２　第二導電構造
　　５ａ、５ｃ、７ｆ、７ｇ、８０　発光部品
　　５１　支持構造
　　５３、７５　導電部品
　　５５、７６　第一端点
　　５７、７８　第二端点
　　Ｓ５、Ｓ７、Ｓ９　表面
　　６　電球
　　６２　カバー
　　６４　接触部
　　６３　ネジ部
　　６８、９８　ソケット
　　６６　ピン部
　　７０　暫時基板
　　７２、９１　電気回路基板
　　７５１　中間部分
　　７９　電気接触点
　　８　蛍光灯
　　９０、９５　ライトバー
　　９０Ｒ、９０Ｗ、９０Ｂ　発光部品
　　９０１　上部分
　　９０２　下部分
　　９０３、９５１　カバー
　　９０３１　側表面
　　９０５　スペース
　　９０７、９５２　膜層
　　９５３　透明基板
　　９５４　連結構造
　　９５６　可撓性基板
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